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大学および附属病院の全面禁煙実施による

施設利用者の意識・行動への影響
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目的 公立総合大学のキャンパスおよび医学部附属病院の敷地内禁煙化の実施が，施設利用者の喫

煙に対する意識および行動に与える影響を検証する。

方法 敷地内全面禁煙実施開始から 1年半後に，学生，教職員および病院利用者にアンケート調査
を行い，全面禁煙実施後の意識・行動の変化について尋ね，喫煙歴および所属による特性を比

較した。

結果 全体で3,875部配布し，2,592部を回収した。喫煙率は，医・薬・看護（医療系）学部教職員・
学生（所属者）8.1，非医療系学部所属者17.2，病院勤務者8.3，病院利用者16.8であ
った。全面禁煙の認知率は，大学および病院勤務者では 9割近かったのに対し，病院利用者で
は51であった。敷地内全面禁煙化による意識の変化について，「特になし」と回答した者は
全体の3.8のみであった。全体の55.9が「喫煙は良くないという時代の流れを痛感した」
と回答し，所属・喫煙歴による差はみられなかった。全面禁煙化について，病院利用者は良い

点を積極的に評価していたのに対し，非医療系学部所属者では評価が低く，医療系学部・病院

勤務者はその中間であった。「医療従事者の喫煙について」は，全体の過半数が「個人の自由」

と回答していた。喫煙者に限ると，医療系学部所属者および病院所属者では95前後が「個人
の自由」と回答したのに対し，非医療系学部および病院利用者では喫煙者でも 9割未満にとど
まった。非喫煙者の 6割が「タバコの健康影響について十分知らされていない」と考えている
のに対し，喫煙者では過半数が「十分知らされている」と回答していた。喫煙の害に関する情

報発信源として，喫煙者は所属によらず教育機関を第一に挙げた者が多かったのに対し，禁煙

者は国・政府を挙げる者が多く，病院利用者の非喫煙・禁煙者では医療機関を挙げた者が多か

った。喫煙者の 4割近くが全面禁煙化後に喫煙本数が減ったと回答したが，実際に全面禁煙化
をきっかけに禁煙した者は 4人のみであった。

結論 キャンパスの全面禁煙化の実施により，施設利用者の意識には一定の変化がみられたが，行

動への影響は限定的であった。喫煙に対する意識には所属および喫煙歴による違いが大きく，

脱タバコ社会の実現のためには，タバコのあり方について社会全体で大いに議論し，意識の溝

を埋めていく過程が不可欠である。

Key wordsタバコ，敷地内禁煙，学校，医療従事者

 は じ め に

1950年，英国の R.ドールが喫煙と肺がんの関連
を示す疫学調査結果を発表して以後1～4)，タバコお

よび喫煙の有害性について世界中で様々な調査研究

が行われてきた。

欧米諸国が政府による積極的介入により喫煙率低

下を続ける中，特に公的対策が取られなかった日本

では，先進国の中で際立って高い喫煙率が続いてい

た。国内外の世論の高まりを背景に，2003年 5月，
健康増進法が制定され，公共の場での受動喫煙の防

止が義務付けられた。続いて2004年には「タバコの
消費等が健康に及ぼす悪影響から現在および将来の

世代を保護する」ことを目的とし，WHOより保健
分野における初の国際条約として提唱されたタバコ

規制枠組み条約（FCTC）に署名した。このような
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流れの中，全国的に公共交通機関，施設などでの

全面禁煙が進み，飲食店，ホテル，タクシーなど，

民間においても全面禁煙に踏み切るところが増えて

きた。

喫煙者は公共の場での喫煙規制の急速な広がりを

どのように感じ，また非喫煙者は喫煙規制の理由を

どのように理解しているのだろうか。

果たして一施設が敷地内を全面禁煙化した場合，

実際に得られる効果はどれほどのものなのか。中島

らは，医科大学の敷地内禁煙化の実施による医学生

の喫煙率の推移を調べ，喫煙率の低下と禁煙希望者

の増加を報告した5)。しかしながら，施設利用者の

意識に対する敷地内全面禁煙化の影響を，医学部以

外の学部および病院利用者を含めて検証した研究は

これまでのところ見られない。

本研究では，愛知県名古屋市内の公立大学におい

て，キャンパス内全面禁煙が実施された 1年半後
に，附属病院利用者，学生および教職員にアンケー

ト調査を行い，喫煙規制に対する考え，および規制

開始後の意識・行動の変化について調べ，全面禁煙

の有効性について，所属および喫煙歴別に比較検討

した。また，医療従事者の喫煙をどう思うかなど，

医学部・薬学部・看護学部の医療系 3学部とその他
の非医療系学部に所属する教職員・学生，病院勤務

者，病院利用者との喫煙に対する意識の違いについ

ても調べた。

 方 法

. 調査方法と対象

本学では，2006年 6月より附属病院を含む医学部
キャンパスで，7月より全キャンパスで全面禁煙が
実施された。その 1年半後にあたる2007年12月から

2008年 2月，本学全教職員，全大学院生，および学
部生（医学部は全学年，他学部は 3年生），ならび
に大学附属病院利用者（外来受診・入院患者，付添

い，見舞い客）を対象とし，タバコに関するアン

ケート調査を行った。調査票の配布は，教職員およ

び学生については所属先を通して行い，学内交換便

および回収箱により回収した。病院利用者について

は，2008年 1月31日から 2月 5日までの 1週間，病
院外来および各病棟に調査用紙，鉛筆，回収箱を置

いたほか，期間中 3日間午前中のみ，外来待合室に
て調査の協力を呼びかけ，同意の得られた者に調査

用紙を直接手渡した。

. 調査項目

アンケートの表紙には，調査の目的と問い合わせ

先を記載し，年齢，性，所属の記入欄を設け，病院

利用者には来院理由（通院，入院，付添，見舞い・

その他）のいずれかに○をつけるよう求めた。

喫煙歴については，「あなたはたばこを吸います

か」との質問に対し，「◯毎日吸う」，「◯時々吸

う」，「◯以前は吸っていたが今はやめた」，「◯全く

吸わない」の 4つの選択肢を設けた。また，キャン
パス全面禁煙実施について知っているか，全面禁煙

によるタバコに対する考え方の変化，敷地内全面禁

煙をどう思うか，医療従事者の喫煙についてどう思

うか，禁煙推進を主導すべき機関はどこだと思う

か，について，予め医学部 3年生53人を対象にパイ
ロット調査を実施し，自由記述で得た回答を基に選

択肢を設け，自分の考えに一致するものにいくつで

も○をつけて回答できるようにした。

アンケートの最後に，「現在喫煙している人のみ

回答してください」として，一日の喫煙本数，禁煙

しようと思ったことがあるか，禁煙に関心があるか

を「ない/ある」の 2択で尋ねた。また「現在禁煙
している人のみ回答してください」として，「禁煙

のきっかけは何でしたか」と，自由記載欄を設けて

尋ねた。

. 分析方法

調査対象者を所属により 4つのグループ 医学

部・薬学部・看護学部所属の学生，大学院生，教

員，職員，その他の勤務者（以下，医療系学部所属

者），非医療系学部所属の学生，大学院生，教員，

職員・その他の勤務者（以下，非医療系学部所属

者），病院勤務者，病院施設利用者に分け，さらに

喫煙歴に関する回答により，「◯毎日吸う」，「◯時

々吸う」に○をつけた者を現喫煙者，「◯以前は吸

っていたが今はやめた」者を禁煙者，「◯全く吸わ

ない」に○をつけた者を非喫煙者として分けて解析

した。群間の回答の差異については x2検定を行い，

P＜0.05を有意とした。統計解析には，SPSS ver.
15.0を用いた。
なお本調査はすべて無記名で行い，名古屋市立大

学大学院医学研究科倫理審査委員会の承認（受付番

号327, 328）を得て実施した。

 調 査 結 果

アンケート用紙は全体で教職員・学生については

3,104部配布して1,913部を回収し，病院利用者につ
いては外来と病棟で配布，配置して679部を回収し
た。回収率は所属によりばらつきがあり，医療系学

部では1,045部配布し663部回収（回収率63.4），
非医療系学部では919部配布し367部回収（39.9），
病院勤務者1,140部配布し883部回収（77.5）した。
詳細な所属別で最も回収率が高かったのは病院看護

師（605人中547人，90.4）であった。
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表 対象者の所属別人数，平均年齢，喫煙率と，所属別男女別喫煙率

所 属
全 体 男 女

人数 平均年齢（SD) 喫煙率 人数 喫煙率 人数 喫煙率

医療系学部 663 27.6(10.7) 8.1 400 12.0 255 2.4

医学部

教員 63 46.6( 9.9) 4.7 54 5.6 8 0.0
非教員職員，その他 42 42.7(11.2) 11.6 17 27.8 24 0.0
院生 16 34.9( 5.8) 12.5 12 16.7 4 0.0
学部学生 291 22.3( 3.1) 7.8 203 10.3 86 2.3

看護学部

教職員，その他 13 43.4(12.1) 7.1 5 20.0 8 0.0
院生 4 31.8( 6.2) 0.0 1 0.0 3 0.0
学部学生 57 21.1( 0.8) 3.5 3 0.0 54 3.7

薬学部

教職員，その他 25 43.2( 8.5) 15.4 21 19.0 4 0.0
院生 52 24.8( 2.1) 11.5 31 19.4 21 0.0
学部学生 84 22.0( 1.4) 8.3 46 10.9 37 5.4

非医療系学部 367 32.2(14.3) 17.2 189 27.0 171 6.4

経済学部・人文社会学部

教職員，その他 21 43.1(10.8) 0.0 11 0.0 10 0.0
学部学生 116 21.7( 2.6) 12.9 49 22.4 67 6.0

芸術工学部

教職員，その他 31 51.2(11.0) 15.6 22 21.7 7 0.0
学部学生 62 21.2( 0.6) 32.3 23 56.5 39 17.9

本部・自然科学研究教育センター教職員，その他

教職員，その他 103 44.0(12.6) 16.5 67 24.6 34 0.0

病院勤務者 883 34.2(14.3) 8.3 244 13.9 632 6.2

臨床医 198 37.8( 7.8) 9.6 158 11.4 39 2.6
看護師 542 31.2( 9.3) 7.5 22 27.3 516 6.7
その他の医療職 78 41.4(10.8) 6.3 32 12.5 45 2.2
事務職，その他 65 40.3(11.6) 13.6 32 18.8 32 7.4

病院利用者 679 55.6(16.7) 16.8 312 26.3 362 8.8

外来患者 322 57.3(16.1) 13.4 139 23.0 180 6.1
入院患者 185 58.2(16.4) 15.7 111 20.7 74 8.1
付添者 147 50.5(15.9) 23.8 57 43.9 89 11.2
見舞客，その他 25 40.2(21.1) 25.0 5 25.0 19 25.0

全体 2,592 37.8(16.9) 11.7 1,145 18.8 1,420 6.2

注性別不明27人があるため，男女の合計数は全体と一致しない。またスペースの関係上，属性の詳細不明，文系大
学院生は表には非掲載であるため，詳細な属性ごとの人数の合計が，学部全体の数と一致しない。
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調査対象者の所属別平均年齢と，所属別男女別喫

煙率を表 1に，所属および喫煙歴別人数内訳を表 2
に示す。

. 全面禁煙化の認知率

全キャンパス禁煙化の認知率は非医療系学部では

98.1であったが，医療系学部では85.6，病院勤
務者83.3，病院利用者では50.9であった（所属
による差P＜0.001）。喫煙歴による認知率の差は

みられなかった。

. 大学の全面禁煙化による意識の変化

パイロット調査を基に作成した項目について，回

答者の考えに当てはまるかどうかを尋ねた。「大学

敷地内が全面禁煙になったことによって，タバコに

対する考え方に変化がありましたか」との問いに

対し，「特になし」の項目に○をつけた者は全体の

3.8に過ぎず，所属による差も喫煙歴による差も
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表 所属別・喫煙歴別人数の内訳

所 属 全 体 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

医療系学部 663 545 64 54
非医療系学部 367 262 42 63
病院勤務者 883 695 115 73
病院利用者 679 387 178 114

全 体 2,592 1,889 399 304

表 ｢敷地内全面禁煙化に伴う喫煙に対する意識の

変化」に関する 6項目において「自分の考え
にあてはまる」と答えた人の割合（項目別，

所属・ 喫煙歴別)

項 目 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

公共の場での禁煙が今後一層進んでいくと感じた

医療系学部 77.1 75.0 88.9
非医療系学部 76.0 64.3 77.8
病院勤務者 74.7 80.0 82.2
病院利用者 66.7** 75.8 69.3*
喫煙はよくないという時代の流れを痛感した

医療系学部 64.0 51.6 63.0
非医療系学部 54.6 45.2 47.6
病院勤務者 52.7 60.9 63.0
病院利用者 52.2*** 57.9 47.4
喫煙をしてもよい場所かどうか敏感に考えるようにな
った

医療系学部‡‡ 16.1 26.6 64.8
非医療系学部‡‡ 18.7 21.4 61.9
病院勤務者‡‡ 12.9 22.6 58.9
病院利用者‡‡ 24.3*** 29.2 58.8
喫煙は規制すべき社会的問題であると感じた

医療系学部‡‡ 55.8 32.8 13.0
非医療系学部‡‡ 40.1 35.7 11.1
病院勤務者‡‡ 46.5 37.4 23.3
病院利用者‡‡ 51.4*** 51.1* 21.9
禁煙の徹底は難しいものであると感じた

医療系学部‡ 47.0 25.0 48.1
非医療系学部 44.3 38.1 41.3
病院勤務者 43.5 43.5 41.1
病院利用者 25.6*** 27.0* 32.5
タバコの害について改めて考えるようになった

医療系学部 30.5 18.8 27.8
非医療系学部 19.1 21.4 15.9
病院勤務者 24.9 21.7 30.1
病院利用者† 37.2*** 42.1*** 24.6

†喫煙歴による差の P＜0.05，‡P＜0.01,‡‡P＜0.001。
*所属による差の P＜0.05, **P＜0.01, ***P＜0.001。

表 ｢全面禁煙になって良かったと思う点」に関す

る 3項目において「自分の考えにあてはまる」
と答えた人の割合（項目別，所属・ 喫煙歴別)

項 目 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

良かった点は特になし

医療系学部 12.3 14.1 22.2
非医療系学部 14.9 14.3 27.0
病院勤務者‡‡ 5.6 9.6 21.9
病院利用者‡‡ 4.1*** 3.9* 21.9
タバコの臭い，煙が消え，敷地内の空気がきれいにな
った

医療系学部‡‡ 60.0 42.2 24.1
非医療系学部‡‡ 54.6 50.0 4.8
病院勤務者‡‡ 58.7 49.6 26.0
病院利用者‡‡ 73.4*** 66.3** 32.5***
健康に対する意識を高められた

医療系学部 36.5 35.9 20.4
非医療系学部† 34.0 26.2 14.3
病院勤務者 39.3 48.7 35.6
病院利用者‡ 47.8*** 50.0* 30.7*

†喫煙歴による差の P＜0.05,‡P＜0.01,‡‡P＜0.001。
*所属による差の P＜0.05, **P＜0.01, ***P＜0.001。
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みられなかった。他の項目については「あてはま

る」と回答した者の割合に所属・喫煙歴による差が

みられた（表 3）。

. 全面禁煙化の良い面に対する評価

全面禁煙になって良かったと思われる点につい

て，自分の考えに一致するか否かを尋ねた。表 4
に，各項目ごとに「あてはまる」と回答した者の割

合を所属別，喫煙歴別に示す。いずれの項目も喫煙

者は好ましい評価をする者が少なかった。また所属

による差が大きく，非医療系学部で全面禁煙化の良

い面を積極的に評価をする者が少なかった。

. 全面禁煙化に対する否定的な評価

全面禁煙になって悪かったと思われる点につい

て，自分の考えと一致するか否かを尋ねた。表 5
に，各項目について「あてはまる」と回答した者の

所属別，喫煙歴別割合示す。いずれの項目も，所属

および喫煙歴による差がみられた。病院利用者は他

群に比べて全面禁煙化に対し否定的な評価をする者

が少なかった。また，喫煙者は非喫煙者に比べ，全

面禁煙化を好ましくないととらえる者が多かった。

. 医療従事者の喫煙に対する意識

医療従事者の喫煙に対する意識を，「個人の自由」

であるか「やめるべき」であるかの二肢択一で尋ね

た。表 6に，「個人の自由」と回答した者の割合を，
所属別，喫煙歴別に示す。全体ではいずれの所属で

も「個人の自由」との回答が過半数であったが，所

属と喫煙歴による差が大きかった。とくに医療系学

部および病院勤務者の喫煙者では「個人の自由」と

回答した者が 9割以上を占め，医療系学部および病
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表 ｢全面禁煙になって悪かったと思う点」に関す

る 3項目において「自分の考えにあてはまる」
と答えた人の割合（項目別，所属・ 喫煙歴別)

項 目 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

悪かった点は特になし

医療系学部 11.6 10.9 3.7
非医療系学部 13.0 2.4 6.3
病院勤務者 9.8 11.3 1.4
病院利用者† 31.3*** 30.3*** 16.7***
敷地外での喫煙者が目立つようになった

医療系学部† 71.4 85.9 79.6
非医療系学部 66.8 61.9 81.0
病院勤務者 74.0 68.7 74.0
病院利用者† 21.7*** 20.2*** 34.2***
禁煙のサポートがなく，喫煙者を疎外しているだけ

医療系学部‡‡ 29.4 46.9 64.8
非医療系学部‡‡ 38.2 38.1 66.7
病院勤務者 28.2 33.9 35.6
病院利用者‡‡ 13.7*** 12.9*** 45.6***

†喫煙歴による差の P＜0.05,‡P＜0.01,‡‡P＜0.001｡
*所属による差の P＜0.05, **P＜0.01, ***P＜0.001。

表 ｢医療従事者の喫煙は個人の自由」だと思う人

の所属・喫煙歴別割合

所 属 全 体 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

医療系学部‡‡ 53.4 47.9 64.1 96.3
非医療系学部‡‡ 67.3 64.2 53.7 88.9
病院勤務者‡‡ 65.1 60.6 74.8 94.2
病院利用者‡‡ 56.3*** 45.6*** 58.4 88.9

†喫煙歴による差の P＜0.05,‡P＜0.01,‡‡P＜0.001。
*所属による差の P＜0.05, **P＜0.01, ***P＜0.001。

表 ｢たばこの害についてきちんと知らされてい

る」と思う人の所属・喫煙歴別割合

所 属 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

医療系学部‡‡ 38.6 33.3 73.6
非医療系学部† 38.2 38.1 57.1
病院勤務者‡‡ 33.4 39.6 66.2
病院利用者‡‡ 31.5 40.1 53.4

†喫煙歴による差の P＜0.05,‡P＜0.01,‡‡P＜0.001。
非喫煙・禁煙・現喫煙者群のいずれも所属による差な

し。

表 ｢喫煙の害の情報発信，禁煙サポートを率先し

て行うべき機関」として国，医療機関，教育

機関を挙げた人の所属・喫煙歴別割合

所 属 非喫煙者 禁煙者 現喫煙者

◯国・政府

医療系学部 58.9 67.2 46.3
非医療系学部 50.8 52.4 39.7
病院勤務者‡‡ 66.8 70.4 41.1
病院利用者‡ 50.4*** 52.8* 31.6

◯医療機関

医療系学部† 60.6 59.4 42.6
非医療系学部 58.4 52.4 47.6
病院勤務者 50.4 49.6 43.8
病院利用者‡ 58.7** 61.8 41.2

◯教育機関

医療系学部 44.4 53.1 55.6
非医療系学部‡ 50.0 52.4 73.0
病院勤務者 52.1 47.8 64.4
病院利用者† 53.5* 50.0 64.9

†喫煙歴による差の P＜0.05,‡P＜0.01,‡‡P＜0.001。
*所属による差の P＜0.05, **P＜0.01, ***P＜0.001。
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院利用者の非喫煙者では半数未満だった。

. タバコの害について知らされているという意識

「タバコの健康影響について知らされていると思

うか」という質問に対し，◯思う，◯思わないの 2
つの選択肢を設けて尋ねた。表 7に，「知らされて
いると思う」と回答した者の割合を，所属別・喫煙

歴別に示す。全体ではいずれの所属群でも 6割前後
が「思わない」と回答し，有意差はみられなかった。

しかしながら，喫煙者と非喫煙者および禁煙者で

は，いずれの所属群でも回答の比が逆転し，喫煙者

では「知らされている」と思う者の方が多かった。

. 喫煙の健康影響についての情報発信，禁煙サ

ポートの担い手について

複数選択可で，禁煙に関する情報発信及びサポー

トを率先して行うべき機関について尋ねたところ，

所属と喫煙歴による違いがみられた（表 8）。喫煙
者ではいずれの所属でも「教育機関」を挙げた者が

多く，とくに非医療系学部の喫煙者では圧倒的に多

かった。病院勤務者は，非喫煙者/禁煙者共に「国・

政府」を挙げた者が最も多く，病院利用者は「医療

機関」を挙げた者が多かった。

. 敷地内禁煙化後の喫煙行動とその変化

「毎日/時々吸う」と回答した304人中，1日あた
りの喫煙本数の記入があったのは279人であった。
喫煙本数は所属間により差があり（P＜0.001），病
院利用者が最も多く19.6±13.5本（n＝106），次い
で非医療系学部14.0±14.5本（n＝60），医療系学部

12.3±9.2本（n＝47），病院勤務者10.1±5.6本（n＝

66）であった。
敷地内全面禁煙化後の喫煙本数の変化を尋ねたと

ころ，265人から回答が得られた。全体では，「変わ
らない」58.5，「減った」36.6，「増えた」4.9
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であった。「減った」と回答した喫煙者の割合は，

非医療系学部では41.7，医療系学部39.1，病院
勤務者38.8，病院利用者30.0であったが，所属
による有意差はみられなかった。

「禁煙しようと思ったことがありますか」との質

問に対しては279人が回答し，うち64.9が「ある」
と回答したが，所属による有意差があり（P＜
0.01），病院勤務者76.8，医療系学部63.0，病院
利用者67.6に対し，非医療系学部では半数未満だ
った（48.4）。また，「禁煙に関心がありますか」
との質問に対しては265人中66.4が「関心ある」
と回答し，所属による有意差はなかった。

禁煙者399人中294人から「禁煙のきっかけ」につ
いての回答が得られたが，「大学の全面禁煙化」を

理由に挙げた者は，病院勤務者の 4人のみであった。

 考 察

今回の調査は，医療系学部，非医療系学部の大学

所属者，大学病院勤務者および病院利用者を対象と

して行った。とくに医学部・病院勤務者に関して

は，附属病院を含む全教職員，医学部生を対象とし

て実施し，医学部教員，学生，看護師の回収率は 7
割を超え，ほぼ全体の意識・行動を反映する結果が

得られた。しかしながら，他学部所属者については

回収率が半数を下回り，とくに文系学部での回収率

は30未満と低かった。病院利用者については，今
回調査票を回収できた679人の 5割が外来患者，3
割が入院患者，残り 2割が付き添い・その他と幅広
い協力が得られたが，2008年 1月の 1日平均外来患
者数が1,055人，入院患者数が636人であることを考
慮すると，限られた一部に過ぎないことに留意する

必要がある。

調査参加者全体の喫煙率は「毎日吸う」，「時々吸

う」を合わせても11.7と低かった。喫煙者が調査
に協力しなかったために，実際よりも喫煙率が低く

なった可能性もあり，少なくとも今回の結果は，タ

バコ問題に比較的関心の高い層に偏っていると考え

るべきであろう。

今回の調査の結果，全面禁煙に対する考え方およ

びタバコに対する意識は，病院利用者，非医療系学

部の大学所属者，医療系学部所属者および病院勤務

者とで異なることが分かった。

大学の敷地内全面禁煙化について，非医療系学部

所属者の認知率はほぼ100に近く，医療系学部お
よび病院勤務者では 8割以上であったが，病院利用
者では 5割であった。一般市民の認知度はさらに低
いと予想され，本学の全面禁煙化による「禁煙の重

要性の社会へのアピール」効果はこれまでのところ

十分とは言えない。各キャンパス，建物の入り口に

「全面禁煙」の看板を掲示したほか，大学ホームペー

ジなどによる広報活動が行われてきたが，今後更な

る積極的な働きかけが必要といえる。

敷地内禁煙化による意識の変化については，「特

になし」と回答した者は 4未満にとどまり，喫煙
歴による差もみられなかった。とくに「公共の場で

の禁煙が今後一層進んでいくと感じた」という項目

は，いずれの所属群でも 7割前後が「自分の考えに
当てはまる」と回答した。以上より，敷地内全面禁

煙の実施は，施設利用者に何らかの意識の変容をも

たらしたと結論付けられる。

行動の変容については，全面禁煙をきっかけに禁

煙した者は調査対象者全体で 4人のみで，およそ 6
割の喫煙者が「喫煙本数に変化はない」と答えてお

り，大きな効果を上げているとは言えない。しかし

ながら，敷地内全面禁煙化後に「喫煙本数が減っ

た」者は，医療系学部および非医療系学部，病院

勤務者とも 4割前後あり，また現喫煙者の 6割以上
が「禁煙に関心あり」と答えている。禁煙のプロセ

スは行動医学的に，「無関心期」，「関心期」，「準備

期」，「実行期」，「維持期」と分けられる6,7)。今回

の調査では全面禁煙が各自の禁煙ステージの変化に

与えた影響そのものを知ることはできないが，上記

の結果を合わせて考えると，高次の段階に進める

一定の効果があったのではないかと思われる。今後

積極的に喫煙者に働きかけ，サポートしていくこと

により，喫煙率をさらに下げることが可能と期待さ

れる。

今回の調査から，病院利用者は大学の敷地内全面

禁煙化を好ましく感じている者が多く，医療従事者

の喫煙に厳しい目を向けており，また，禁煙のため

の情報発信源として，医療機関への期待が大きいこ

とが分かった。一方，非医療系学部所属者では全面

禁煙化の評価が低く，「良かった点が特にない」と

考えている者が多かった。これは，非医療系学部の

キャンパスが大学病院の敷地と離れており，「患者

さんや社会への影響」を直接感じる機会がなく，ま

た医療系学部に比べて教育カリキュラム上も禁煙の

意義について考える機会が少ないためと考えられ

る。とくに非医療系学部では，非喫煙者・喫煙者の

両方で「禁煙するための積極的なサポートがなく，

単に喫煙者を疎外しているだけ」との意見が他所属

群より多くみられたことからも，現状では学内禁煙

の意義についての説明や，理解を求める働きかけ，

禁煙のための情報およびサポートの提供が不十分だ

ったと思われる。いずれの所属群でも，禁煙のため

の情報発信源として，医療機関，国・政府に次いで
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教育機関を挙げており，最高学府である大学が敷地

内全面禁煙化することの社会的意義は大きい。非医

療系学部所属者には，大学の持つ社会的役割に理解

を求め，学内に禁煙サポート体制を整えることによ

り，状況が改善する余地が見込まれる。

喫煙者と非喫煙者とでは，今回の調査質問項目の

多くで異なる回答傾向を示した。全般に喫煙者は全

面禁煙に対して否定的な評価をしており，非喫煙者

の 6割超が「タバコの健康影響について十分知らさ
れていない」と考えているのに対し，喫煙者では過

半数が「十分知らされている」と回答した。医療従

事者の喫煙については全体でも過半数が「個人の自

由」と回答していたが，医療系学部もしくは病院勤

務の喫煙者に限ると 9割以上が「個人の自由」と回
答しており，「医療従事者としてタバコの害は十分

知っているが，喫煙は個人の自由である」と考える

傾向がうかがえた。

医療従事者の喫煙は個人の自由か。1997年以後，
日本呼吸器学会，日本小児科学会，日本公衆衛生学

会，日本循環器学会など，続々と各医学会が禁煙宣

言を発表し，さらに日本医師会，日本看護協会をは

じめとする医療従事者団体の立場からも禁煙宣言が

出されている。公的には，医療従事者の喫煙はもは

や許されない。しかしながら今回の調査では，喫煙

者の 9割以上，非喫煙者でも 6割の病院勤務者が
「個人の自由」と回答しており，各学会および医療

従事者団体の宣言からは乖離があることが分かっ

た。医療従事者の間でさえも，喫煙に関する公的な

流れと個人の意識との間に大きな齟齬があること

は，一般社会における喫煙問題の一層の難しさを示

している。

医療系学部・病院勤務者では非喫煙者，喫煙者共

に 7割以上が，「全面禁煙になって悪かった点」と
して，敷地外で喫煙する者が目立つようになったこ

とを挙げていた。今回の調査では最終頁に自由記載

欄を設け，全面禁煙に関する意見を集めたところ，

「喫煙者は敷地外もしくは隠れて学内で喫煙するの

だから，敷地内に喫煙場所を設けるべき」との意見

が多数みられた。「学内で迷惑なものを大学周辺居

住者や通行人に押し付けている」との意見も複数あ

った。

なぜ全面禁煙が必要なのか。本学では敷地内全面

禁煙化の実施前に，学内でその是非について討論す

る機会はなかった。単に「全面禁煙」の看板を掲げ

るだけでは，「喫煙者を疎外している」と利用者が

感じるのも無理はない。中島らの報告によれば5)，

筆者らの勤務する医科大学では，2004年 6月からの
敷地内禁煙化の実施に先立ち，半年間の準備期間を

設け，禁煙実施委員会を立ち上げ，内外の広報，教

職員・学生への啓発，喫煙者の禁煙支援，施設の準

備等を行った。本学では全面禁煙実施後も喫煙率に

ほとんど変化がみられなかったのに対し，中島らの

医科大学では男子学生の喫煙率が36～41から22～
24へと低下したのは，こうした積極的な介入の成
果と考えられる。また総合病院の敷地内禁煙実施に

関する奏らの報告では8)，2000年 1月から実施に向
けて 5年半にわたる禁煙スケジュールを立て，禁煙
対策推進委員会を設置して，禁煙の必要性と禁煙推

進の使命感を職員が認識するよう働き掛けた。同院

では，「禁煙外来」の専任医師を決めず，マニュア

ルを作成して全医師が担当することとし，院内啓発

放送，禁煙ビデオの放映，禁煙パンフレットの配布

などにより全面禁煙を十分アピールした後，実施に

ふみきった。また実施後も継続的に，毎年 8月には
全職員が「禁煙パトロール」に参加して敷地内の吸

い殻拾いや禁煙指導を行い，6月には地域の医療従
事者や住民に対する啓発活動として市民公開フォー

ラムを開催し，さらに看護科長による禁煙相談・支

援窓口を設け，多くの相談を受けている。このよう

な取り組みにより，同院では，1995年には38.3で
あった喫煙率が2006年には14.4まで下がった。奏
らは，病院の敷地内禁煙を進めるためには，病院職

員全体，患者，および地域の住民を含めた継続的な

啓発活動が重要であると結論づけている。本学では

近隣住民より，敷地外での大学・病院利用者の喫煙

に対して苦情が寄せられているが，敷地内全面禁煙

を実質的に機能させるには，こうした他施設での取

り組みを参考に，なぜ敷地内禁煙が必要なのかを全

学部教職員，学生，病院利用者に加え，近隣住民を

含め，共に継続的に考え活動していくシステム作り

が必要と考えられる。

なぜ分煙ではいけないのか。WHOは全面禁煙を
進める理由として，「分煙では完全に受動喫煙を防

ぐことはできない」との考えを示している9)。しか

しながら，受動喫煙の防止のみを理由に全面禁煙を

進めることが，果たして公衆衛生学的に正しいと言

えるのだろうか。公衆衛生・健康政策の流れとして，

1970年代には個人の生活習慣の改善による健康の改
善が目標とされたのに対し，1980年代後半に入る
と，個人の努力に基づいた予防活動に批判が生まれ

た。病気の予防は個人の努力のみで実現できるもの

ではない。病気になった個人を非難するのは避ける

べきであり，街全体の社会的環境の改善が必要との

考えが広まり，オタワ宣言の採択につながった10)。

この枠組みの中で疾病の予防活動を推進しようとす

るならば，やはり全面禁煙しかありえないことにな
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る。なぜなら分煙を推進するということは，喫煙者

を「社会」から切り捨て，喫煙者個人に健康に対す

る責任を求めることを意味する。本来の公衆衛生学

的な立場からは，社会的環境の整備により非喫煙者

を受動喫煙から守ると同時に，喫煙者個人の意識・

行動を変容させ禁煙に導くことを目的として，全面

禁煙を推進するべきである。

今回の調査において，喫煙者と非喫煙者の喫煙に

関する意識の違いは顕著であった。また，非喫煙者

の間でも，喫煙は個人の自由だと考える人は多かっ

た。近年，経済格差，健康格差，教育格差など，様

々な社会格差が問題となっているが，喫煙に対する

意識の差は，様々な社会問題に対する意識の差につ

ながり，社会の軋轢を生む可能性がある。喫煙がも

はや個人の健康やモラルの問題ではなく社会問題な

のだという共通認識が醸成されぬまま，公共の場で

の禁煙化が進む現状は，喫煙者は禁煙の意義が理解

できず「禁煙ファシズム」への反対を訴えるだけで

あり，社会から疎外される危険性も懸念される。こ

の意識の溝を埋めるには，タバコのあり方について

社会全体で大いに議論し，真の国民のコンセンサス

を得ていく過程が不可欠である。とくに医療従事者

に関しては，喫煙がもはや「個人の自由」でない

ことを専門教育の中で繰り返し取り上げると共に，

現喫煙者の禁煙をサポートする体制づくりが急務で

ある。

本調査は本学医学部 3年生基礎自主研修の一環として
行った。調査の実施にご協力くださった名古屋市立大学

の教職員，学生，ならびに大学病院利用者のみなさまに

深謝いたします。

(
受付 2010. 5. 6
採用 2010.12.13)
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